
［復興特区の延長、要件緩和 等］
→復興庁税制改正要望項目に反映

【本県からの要請】 【概算要求・税制改正要望】 凡例：H28概算要求額)
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1.避難地域の復興加速化
・将来像の実現に必要な財源確保及び推進体制の整備
・復興拠点の着実な整備など地域の実情を踏まえた福島再生加速化交付金の活用・改善
・Jヴィレッジの復興・再整備 ・普通交付税算定の特例措置の創設

2.イノベーション・コースト構想の早期具体化
・ロボットテストフィールドの着実な整備 ・国際産学連携拠点の確実な整備
・スマート・エコパーク実現に向けた支援 ・エネルギー関連産業プロジェクトの実現
に向けた支援 ・農林水産プロジェクトの実現に向けた支援

3.避難者支援の充実
・避難生活の長期化等を踏まえた見守り支援、相談体制の充実等、きめ細かな支援体制の確保
・生活再建等につながるきめ細かな情報提供・相談対応
・帰還や生活再建のための避難者支援施策の充実

4.産業復興の加速化
・産業基盤や雇用の回復に不可欠な事業の継続
・再生可能エネルギー、医療機器、ロボット等の産業集積関連事業の継続
・県全域での企業立地補助金の継続・拡充 等

5.風評・風化対策の強化
・農林水産物や県産品の販路拡大に向けた取組等
・観光再生、教育旅行の回復に向けた取組等 ・政府に協力を求める取組

6.復興を支えるインフラ等の環境整備
・ふくしま復興再生道路等の整備 ・JR常磐線の早期全線復旧
・県営復興祈念公園、国営追悼・祈念施設（仮称）の整備
・除染の確実な実施 ・中間貯蔵施設

7.本県の原子力災害特有の課題に対応する事業の継続
・本県の現状を踏まえた「見守りや避難指示区域内の警備」、

「商工会等の復興支援」、 「農産物等の放射性物質検査」など、
本県復興に不可欠なマンパワー確保に対応した事業の創設 等

8.復興特区法等に基づく課税の特例措置の延長等
・東日本大震災復興特別区域法 ・被災代替資産等に係る特例の延長 ・復興まちづくりに係る特例の延長等
・地方税の課税免除等に対する減収補填の延長 ・復興特区支援利子補給金制度の継続

福島12市町村の将来像実現のための調査・推進事業 1億円
・福島再生加速化交付金 1,056億円

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想実現可能性調査等補助事業 1億円
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想関連事業 (事項要求)

・1F廃止措置等研究開発の加速プランの実現 57億円

県外自主避難者支援連携体制強化事業 1億円
被災者支援総合交付金 228億円の内数

自立･帰還支援企業立地補助金（仮称） (事項要求)
・中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 （事項要求)
・事業復興型雇用支援事業（仮称） 64億円の内数
・津波･原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金 (期限延長)
・原子力災害による被災事業者の自立支援事業 (事項要求)

・風評被害対策（農林水産関連、観光関連） 21億円

・復興道路･復興支援道路の整備等 2,619億円の内数
・社会資本整備総合交付金(復興) 1,126億円の内数
・国営追悼・祈念施設(仮称)整備事業等 6億円の内数
・中間貯蔵施設の整備等 1,346億円
・放射性物質により汚染された土壌等の除染 4,501億円の内数

・震災等対応雇用支援事業
→ 原子力災害対応雇用支援事業(仮称)   47億円 ほか

・県外自主避難者等への情報支援事業
→ 県外自主避難者支援連携体制強化事業 1億円 ほか

・福島再生可能エネルギー次世代技術研究開発事業
→ 微細藻類燃料生産実証事業費補助金 3億円

・旧警戒区域内等鳥獣捕獲等緊急対策事業→継続 2億円

【 ロボット･テストフィールド
（イメージ） 】

【 国際産学連携拠点
（イメージ） 】

【トップセールス】 【教育旅行（会津･猪苗代地方）】
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平成２８年度国の予算に向けた取組

政府予算
要望

復興
予算要求
（一括計上）

特措法
基本方針

避難解除等
区域復興
再生計画

産業復興再生計画
重点推進計画
復興特区(税制)等

イノベーション・
コースト構想
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８月

【活動の考え方】
①市町村等の現場の実情・課題をしっかりと

踏まえた対応
②復興ステージの状況変化に応じた的確な

対応
③イノベーション・コースト構想の実現に必要

な施策に関する政府予算確保
④避難地域の将来像を踏まえた、必要な施

策に関する政府予算確保
⑤平成２８年度以降の復興を推進するた

めに必要な制度の継続及び改正並びに
政府予算確保

･･･ 12月
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◆平成28年度 国の予算に向けて(８項目)
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Ⅱ 原子力発電所事故への対応等

Ⅲ 避難地域・浜通りの復興及び
再生

Ⅴ こどもを育む取組

Ⅳ 県民の健康と安全・安心を守る
取組

Ⅵ 産業の復興と再生

Ⅶ 県土の整備

Ⅷ 地方創生及びオリンピック・
パラリンピック

Ⅰ 平成２８年度以降の復旧・復興
事業のあり方

国への提案・要望（6月12日）


